
荷揚町小学校跡地に係る市場調査結果概要
調査概要 施設配置及び事業スキーム回答企業構成

資料２ー１
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目 的 荷揚町小学校跡地の活用について、事業化の可能性

や事業条件等を把握するため

調査方法 Eメール等にて実施（事業概要資料、アンケート調

査票を送付）

調査期間 平成30年7月23⽇〜7月30日

調査概要 施設配置及び事業スキーム

不 動 産 2者

建 設 5者

運 営 6者

回答企業構成

望まれる土地貸付期間望ましい施設配置

分棟の

場合

不動産

13%

建設運営

その他

13%
合築

0%

分棟

その他

40%

30年
22%

50年
57%

調査期間 平成30年7月23⽇〜7月30日

調査対象 過年度市場調査にて参画可能性があった企業、県内

建設企業、県内不動産企業、認可保育所運営者、サ

高住運営者、飲食店運営者等 計27者

回答結果 15者より回答（回答率55.6％）

そ の 他 3者

※うち1者は不動産と重複

⺠間施設の機能導⼊（事業者提案）

公共施設と⺠間施設を

一体的に整備する可能性

場合
建設
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運営

40%
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い
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⺠間施設の機能導⼊（事業者提案）

A者（保育所・サ高住運営者）

• 保育所、サ高住、学習塾、学童保育、認知症対応型グループホーム、デイサービス 計4,560㎡

B者（不動産）

• ⼦育て世帯向け賃貸住宅 55㎡×約100⼾

• 分棟とした場合にも、官⺠施

設を一体的に整備することで、

等が動線計画・施工・デザイ

ンの整合性やコストメリット

あるであ
る
69%

でな
い
8%

C者（不動産・その他）

• ホテル 宿泊者数200人/日、約3,300㎡、コールセンター就業者数200人、約900㎡

D者（建設）

• スーパーマーケット 約2,900㎡、健診機関 約2,000㎡

E者（建設）

• 有料⽼⼈ホーム、デイサービス施設（内300㎡・15⼈程度）、クリニック・薬局(内300㎡程度) 計2,600㎡程度

ある
• 議会承認等、事業スケジュー

ルによっては、出店業態の幅

が狭くなる可能性がある

ｺﾝｿｰｼ

ｱﾑで

単体

で参

加

33%
積極的
に参加

者（建設）

• 有料⽼⼈ホーム、デイサービス施設（内300㎡・15⼈程度）、クリニック・薬局(内300㎡程度) 計2,600㎡程度

F者（建設）

• コンビニ約200㎡、ドラックストア約600〜700㎡、カフェ約100㎡

⺠間施設機能導⼊の可能性（高い・やや高いとの回答）

保育所（7者） 飲食店（展望レストラン等）（1者）サービス付き⾼齢者向け住宅（2者）

参画意向、その他の要望・意⾒等

ｱﾑで

参加

67%

33%に参加
したい
25%

参加し
たい
31%参加は

参加で
きない
13%

その他
25%

保育所（7者）

「⾼い」理由：保育ニーズが高い、整備

補助⾦の受け取りが前提

「低い」理由：近隣の認可園が充⾜

想定規模：定員60名程度、延床⾯積

370~500㎡、屋外球戯場150~200㎡

飲食店（展望レストラン等）（1者）

「低い」理由：採算性が確保できない、

駅前開発等の競合により集客が困難、高

層にしてもテナントが入れられない

サービス付き⾼齢者向け住宅（2者）

「⾼い」理由：市内高齢者世帯の住み替

えニーズが⾒込める

想定規模：延床面積約3,200㎡（約70⼾）
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い
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370~500㎡、屋外球戯場150~200㎡
代表（出
資する）

30%
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30%

事業スケジュール：

• 東京五輪や⻑崎新幹線沿線開発を避けた実施が望ましい

高い

21%

分からない

36%

高い

7%
やや低い

7%

分からない

22%

高い

16%

やや低い

15%分からない • 東京五輪や⻑崎新幹線沿線開発を避けた実施が望ましい

事業への要望・懸念：

• 公共部分の詳細な情報をなるべく早期に提示する
• 単なる土地の売却や貸出等、パイを奪い合う事業内容に

とどまることない戦略的な⼟地活⽤を期待

やや高い

29%

やや低い

7%

低い

7%

低い

64%

15%

低い

15%

分からない

54%



ホール施設に係る市場調査結果概要
調査概要 コンベンションへの参画意向、その他の要望・意⾒等回答企業構成

資料２ー２

目 的 ホール施設について、事業化の可能性や事業条件等

を把握するため

調査方法 Eメール等にて実施（事業概要資料、アンケート調

査票を送付）

調査期間 平成30年7月17日〜7月24日

調査概要 コンベンションへの参画意向、その他の要望・意⾒等

ホール運営者 8者

プロモーター 1者

回答企業構成

プロモー

ター

9%

維持管理

等

9%

建設

9%

積極的に参

加したい
参加は難しい

参加で

きない

0%

その他

17%

調査期間 平成30年7月17日〜7月24日

調査対象 過年度市場調査にて参画可能性があった企業、ホー

ル・コンベンション施設の運営者・プロモーター等 計18者

回答結果 11者より回答（回答率61.1％）

維持管理等 1者

建設 1者

コンベンション施設について（3000席〜4000席）

ホール運営

73%

9%
加したい

33%

参加したい

33%

参加は難しい

17%

全国・九州の状況
コンベンション施設について（3000席〜4000席）

運営形態について

⺠設⺠営、公設⺠営が可能 0者

多くの回答者が指定管理料の⽀払いが必要

利⽤料⾦制の導⼊について

利⽤料⾦制を導⼊することが望ましいと

の回答が80％

⺠設⺠営 公設⺠営

全国・九州の状況

� 開催回数は増加傾向
� 国際会議は大規模施設が多い都市圏に集中しているが、国

内会議は地方会場での開催も増加している
� 九州内では他県でコンベンション施設整備が進み需給バラ

ンスはとれている

� 空港からのアクセスが重視される傾向

大分市において⺠設⺠営

が可能

0%

公設⺠営

が可能

0%

公設公営

分からない

33%

導入が望

ましい

40%

導入して

導入は適し

ていない

20%

大分市において

� 開催都市の魅⼒向上（アフターコンベンション等）

� 中規模レベル以上はビーコンプラザに限られている
� 会議場（座席）と展示場（平土間）両方備えることが望ま

しい

� 他の施設とのすみ分け、差別化ができるか

音楽ホールについて（300席〜500席）

音楽ホールへの参画意向、その他の要望・意⾒等

公設公営

（指定管理）

67%

導入して

も良い

40%

参加で

きない その他

【指定管理料の想定】

3 〜5億円程度（1者）

音楽ホールについて（300席〜500席）

運営形態について

⺠設⺠営、公設⺠営が可能 0者

多くの回答者が指定管理料の⽀払いが必要

利⽤料⾦制の導⼊について

利⽤料⾦制を導⼊することが望ましいと

の回答が83％

積極的に参

加したい

33%

参加したい

33%

参加は難しい

17%

きない

0%

その他

17%

⺠設⺠営

が可能

0%

公設⺠営

が可能

0%

導入が望

ましい導入して

導入は適し

ていない

17%

大分市内の状況

� 中小ホールは、充足している、不⾜している双⽅の意⾒あり

� 施設内容の差別化による利⽤促進が重要

望ましい施設

� 多目的ホールなど幅広い利⽤で稼働率を増加

� ホルトホールより性能の高い反響板、音響設備等
公設公営

（指定管理）

100%

ましい

50%

導入して

も良い

33%

� ホルトホールより性能の高い反響板、音響設備等

� スタジオ機能やフリースペースなど⽇常利⽤

地方都市の課題

� 多目的ホールでは音の質として敬遠される
� クラシックファン層の需要が少なく、公演がコスト高にな

る傾向

【指定管理料の想定】

0.5〜1億円程度（3者）


